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PHOTON’s Solar Terawtt-hours Conference Series Europe 2011

4 月 12～14 日に PHOTON International 主催の Solar Terawatt-hours Conference Series

がﾍﾞﾙﾘﾝで開催された。東日本大震災とそれに伴う Fukushima Crisis の直後ということも

あり、EU における PV 産業の中心であるﾄﾞｲﾂにおいて、この問題がどのように受け止めら

れ、議論されているかに注目して参加した。

現 CDU 政権が、原発停止のﾓﾗﾄﾘｱﾑ期間を設定するなど、他の EU 諸国と同様に pro 原発

に舵を切りつつあるところでの今回の災害である。世論は一気に反原発へと向かい、幾つ

かの州議会選挙では緑の党が大躍進、ﾒﾙｹﾙ首相はついに早期の脱原発の実現を言明し、電

力工業会自らも 20 年までの全原発停止の意向を表明するに至った。新聞、ﾃﾚﾋﾞは連日この

問題を大きく取り上げ、どのようにこれを実現していくかが活発に議論されている。CDU

政権の pro 原発のそもそもの動機は、中東のｵｲﾙ、ﾛｼｱのｶﾞｽ依存から脱却しｴﾈﾙｷﾞｰ自給体制

を構築することにあったが、その柱の原子力の選択肢が消滅し、再生ｴﾈﾙｷﾞｰ(RE)に期待が

かかっている。EU では RE の第一候補として風力が重視されてきたが、陸上の適地は既に

枯渇し、近年は太陽光発電(PV)が主役となってきた。

しかしながら将来は兎も角、足元では PV の発電能力は原発の代替とはなり難く、洋上風

力ﾌｧｰﾑの建設が注目されている。ここで問題となるのが送発電分離のﾄﾞｲﾂ基幹網の弱さで

ある(日本の基幹電力網は当面予想される RE 接続の余力は十分とされている)。北から南へ

3,600km の 380kV 高圧送電が必要で、その建設ｺｽﾄは€100～300 億と試算され、FIT のｺｽﾄ

負担で既に c€2.2/kWh とされる電気料金に上乗せされることへの抵抗も強いようである。

また、当面は他国からの電力輸入が不可避となるが、有力候補である仏、ﾁｪｺのような原発

国に頼ることに対しては、政府倫理委員会からの異議(北欧を主張)が出るなど、これから

のｴﾈﾙｷﾞｰﾐｯｸｽのありかたについて更に議論が続くものと思われる。会議の場ではこの問題

に対しては節度を保ってか、あるいは未だ状況整理がつかないためか直接的な議論は見ら

れなかったが、今後の動きに繋がっていく PV 産業を取り巻く状況変化についての興味ある

報告、問題提起があったので、それらを中心に以下に報告する。

PV ｼｽﾃﾑ市場の現状と今後の見通し：

10 年の PV ｼｽﾃﾑ市場は、ﾄﾞｲﾂ(7.4GW)、ｲﾀﾘｱ(2.3GW)、ﾁｪｺ(1.5GW)の EU 勢を中心に全

世界で約 18GW と前年の 7.6GW の 2.4 倍の規模に急成長した。ｱｼﾞｱ、北米も 2 倍程度の伸

びとなったが、EU はそのｼｪｱを 74%にまで伸ばしている。問題は、この急激な成長を牽引

した EU に於ける突然の環境変化で、11、12 年の見通しは「全く不透明」というのが共通
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の意見。

ﾄﾞｲﾂについては前年のｼｽﾃﾑ導入量に応じたFITﾚｰﾄの段階的引き下げが制度化されており、

更に 12 年から引き下げﾚｰﾄの上積みが予定されている。これが駆け込み需要を喚起したと

みられるが、本年はまだ魅力的な FIT ﾚﾍﾞﾙとの認識のもとに前年+αになるとの予測と、7

月に予定されているﾚｰﾄ引き下げの一部前倒し実施により市場が冷え込む、との 2 つの予測

がある。いずれにし 12 年以降は 5GW/年ﾚﾍﾞﾙに落ち着くというのが大方の意見である。こ

れに加えて、手厚い優遇措置を背景とした PV ﾌﾟﾗﾝﾄの新設が急激な伸びの原動力となった

ｲﾀﾘｱでは、農地への設置制限、FIT の他国ﾚﾍﾞﾙへの切下げ、1GW ｷｬｯﾌﾟ制導入が、そして

ﾁｪｺでは、30KW 以上のﾌﾟﾗﾝﾄ事業者に対する太陽税(売上げの 26%)導入が突如発表され、投

資家、ﾌﾟﾗﾝﾄ事業者に大きな衝撃を与えている。

このように 11、12 年の EU 市場は、他の EU 諸国の成長を見込んでも、良くて 10 年並

というのが大方の見方である。これに対して、後述する米国、中国を中心とするｱｼﾞｱの急

速な市場立ち上がりに期待する意見も多くあり、世界全体では 11 年が前年並み～20%成長、

12 年が前年並み~微減、そしてｼｽﾃﾑ価格の順調な低下によるｸﾞﾘｯﾄﾞﾊﾟﾘﾃｨｰが実現する 13 年

からの急回復、が関係者の期待も込めたｺﾝｾﾝｻｽと伺えた。このようにこれまで順調に成長

してきた PV 産業であるが、多くの不確定要因を抱えながら「終わってみなければ分からな

い」視界不良の状況が 2 年ほど続くとみられている。それだけに、ここにきての「脱原発

議論による環境変化」への期待が大きいことは確かである。

ｱｼﾞｱ、北米市場の立ち上がり：

10 年はｱｼﾞｱ、北米市場の本格的立ち上り元年といえる。日本の 1GW(前年 484MW)を筆

頭に、米国 900MW(同 480MW)、中国 500MW(同 160MW)と無視できない規模の市場への

成長を始めた。さらに 11 年にはこれら 3 カ国の継続的な成長に加え、カナダ(550MW)とｲ

ﾝﾄﾞ(500MW)も立ち上がり、15 年あるいは 14 年に EU を超える巨大市場へと成長すること

が予想されている。このような市場ｼﾌﾄを予想して、これまで EU 市場での地歩構築に注力

し成長してきたｻﾝﾃｯｸ(EU 売上げ比率 61%)、ｲﾝﾘｰ(同 84%)などの中国ｾﾙ・ﾓｼﾞｭｰﾙﾒｰｶも地元

中国ならびに日本への注力方針を鮮明にしている。これまで日本ﾒｰｶの牙城となっていた日

本市場への中国勢の攻勢が強まることが予想される。これに対して欧米勢は、日本市場の

成長率をさほど高くは見ておらず、また中国の政策の不透明さに対する危惧を未だに持っ

ており、「ｱｼﾞｱ市場は期待はするものの様子見」の模様。

一方北米については、例えば Commerzbank が 11 年の市場規模として米国 2.5GW、ｶﾅﾀﾞ

550MW を予想しており、EU 勢の期待の大きさを表している。特に米国ではこれまでｶﾘﾌｫ

ﾙﾆｱに限定されていた PV 普及がﾆｭｰｼﾞｬｰｼﾞｰを筆頭とする東海岸あるいはﾈﾊﾞﾀﾞなどの南部

へと拡がり始めており、GTM ﾘｻｰﾁの予測でも 15 年の 5GW に向けた継続的成長が確実視

されている。ｶﾅﾀﾞの成長を牽引するのは FIT の優等生とも言われるｵﾝﾀﾘｵ州で、10KW 以下

のｼｽﾃﾑに対する買い取り価格は何とｶﾅﾀﾞ$0.8/kWh(ｶﾅﾀﾞ$1=～¥85)。狙いはﾛｰｶﾙｺﾝﾃﾝﾂ(地元

生産比率＞60%)による PV 産業の育成と見られる。巨大市場となる PV 産業の育成を目指

した後発国による同様の取り組みが今後も予想される。

ｱｼﾞｱ勢の製造能力急伸とﾊﾞﾘｭｰﾁｪｲﾝ各ｾｸﾞﾒﾝﾄにおける需給ﾊﾞﾗﾝｽ崩壊：

一方、原料～ﾓｼﾞｭｰﾙの生産ではｱｼﾞｱ、特に中国ﾒｰｶの急進が顕著である。特にｾﾙ生産では、

PHOTONまとめによる10年のﾄｯﾌﾟ10 ﾗﾝｷﾝｸﾞにｻﾝﾃｯｸ(1位、1.6GW)、JA ｿｰﾗ(2位、1.5GW)、
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ﾄﾘﾅ(4 位、1.1GW)、ｲﾝﾘｰ(5 位、1GW)の 4 社が入っている(他は 3 位ﾌｧｰｽﾄｿｰﾗ、5 位 Q ｾﾙｽﾞ、

7 位ﾓｰﾃｯｸ、8 位ｼｬｰﾌﾟ、9 位ｼﾞﾝﾃｯｸ、10 位京ｾﾗ)。その国別ｼｪｱでは 48%にまで増大し、台湾

(13%)、日本(9%)、韓国(3%)を加えた総計では約 75%のｾﾙがｱｼﾞｱで生産されている。ﾍﾑﾛｯｸ

をはじめとする大手 4 社が牛耳ってきたﾎﾟﾘ Si についても、中国ﾒｰｶ 4 社がﾄｯﾌﾟﾃﾝ入りを果

たし、そのｼｪｱを 27%にまで上げてきている。問題はこれらﾒｰｶ間の設備増強合戦で、現時

点で 15 万 t の設備能力が 12 年には 30 万 t になると予想されている。

これは 10 年のｼｽﾃﾑ設置市場の倍増により需給ﾊﾞﾗﾝｽがﾀｲﾄ気味に推移してきたためで、例

えばﾎﾟﾘ Si ではｽﾎﾟｯﾄ価格が$80/kg(大規模ﾌﾟﾗﾝﾄでの製造ｺｽﾄは~$30/kg、小規模ﾌﾟﾗﾝﾄでも

$50～60/kg=典型的な規模産業)に高止まりし、大手ﾒｰｶの設備増強と相次ぐ新規参入を呼ん

でいる。前述のように 11~12 年のｼｽﾃﾑ市場がよくて 10 年並となると、完全な供給過剰状態

となり、ｽﾎﾟｯﾄ価格の$50/kg 以下への急落は確実。価格対応力の乏しい中小ﾒｰｶの淘汰が進

むと考えられている。

ｳｴﾊ・ｾﾙ製造においても、この 2 年ほどはそれぞれのｽﾎﾟｯﾄ価格は$0.9/W、$1.2~1.4/W で

安定推移しているが、高いﾎﾟﾘ Si 価格と徐々に低下するﾓｼﾞｭｰﾙ価格の狭間にあって、中国ﾒ

ｰｶでさえ利益のでない状況に追い込まれている(Q ｾﾙｽﾞの EU 生産撤退も言われている)。一

方で、この分野において既に製造ｼｪｱ 50%を悠に超える中国･台湾ﾒｰｶの更なる設備投資への

意欲は高く、全世界での 10 年の能力 36GW(生産 27GW)が 11 年末には 66GW になろうと

している。このようなﾊﾞﾘｭｰﾁｪｲﾝ上流側での需給ﾊﾞﾗﾝｽ崩壊が確実視されるなかで、EU 市場

を失った世界の強豪が中・日・米市場に殺到する。特に、東日本復興計画がこれからｽﾀｰﾄ

する日本の PV 市場は格好のﾀｰｹﾞｯﾄとなるであろう。今回、本会議への日本企業の参加は見

られなかったが、これまで特異な国内市場(ｼｽﾃﾑ設置価格は EU の約 2 倍と言われる)に守ら

れてきた日本勢がどのように立ち向うか、非常に気になるところである。

未来技術フォーラム神戸 板山克広


